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会  議  録 
◇事務局－総務部税務課税制担当係 電話０３－３９８１－１３７６ 
 
附属機関又は会議体

の名称 
 

 
豊島区法定外税検討会議 
「第二部会 （ワンルームマンション税関連）―第３回―」 

 

 
開 催 日 時 
 

 
平成１４年１０月２２日（火）午後７時～午後９時 
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＜関係団体選出者＞織本真一郎、梶田紘利、西田鐡男 
＜区民代表＞岩原由紀子、佐藤智重、松浦純子 
＜区職員＞小野温代、荒井正典、山木仁 

その他 
 

＜説明員＞岩下芳弘 
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審 議 経 過 

開 会 
 
事務局：  それでは皆さま、お時間となりましたので、ただいまから、豊島区法

定外税検討会議の第二部会、第 3 回目を開催させていただきます。本日

は夜間にもかかわらずご出席いただきまして誠にありがとうございま

す。 
      なお、ご案内させていただきますが、本日は「首都圏中高層住宅協会」

の佐藤委員がどうしても仕事の関係でご欠席ということになっておりま

す。本日は委員から資料が出されておりますので、その資料の説明をし

ていただくために｢説明員｣として岩下芳弘様にご出席いただいておりま

すので、後ほど説明の方をよろしくお願いしたいと存じます。 
      それから、本日の資料は既にお送りしておりましたけれども、後ほど

部会長の池上先生から本日の会議の進行についてご説明があるかと思い

ますが、会議の議論の便宜として今までの（部会の）「おさらい」的な資

料を 2 部ほどお手元に用意させていただきました。これに沿った形で本

日の議論をお願いしたいと思います。 
      それでは進行の方を池上先生、よろしくお願いいたします。 
部会長：  皆様、本日はお集まりいただきましてありがとうございます。それで

は第 3 回の会議を開催いたします。 
      それでは、議事進行についてまず申し上げます。本日はまず前回の会

議で委員の中から資料を提出してご説明したいということでございまし

たが、提出されました委員がご欠席でございますので、説明のために代

わりに(｢説明員｣として)ご出席いただいておりますので、まず、5 分ほど

いただきます。その後、私の「論点整理」をお配りしてあるかと思いま

すが、この後半部分の大きな 3 番に従って議論を進めていきたいと思い

ます。その上で豊島区に補充的な説明をいただきます。それがいわゆる

「ファミリー世帯を呼び込む」ための政策ですが、これが実はもし税を

かけるとした場合の「税収の使途」ということになってきますので、そ

の説明をいただくということです。それから、もう一つ大きな論点にな

っております、「規制」というものについてどういった方法があり得るの

か、非常に大きな限界があるのか等についても、改めて「法的な問題点」

あるいは「実効性」につきましてご説明をいただきまして、それに基づ

いて議論していきたいと思います。 
      今回は 3 回目でございますので、できれば今まで論点整理したものを

全て網羅したいと思っておりますが、今日の進行でもし全部終わらない

ということであれば再度お諮りしたいと考えております。 
      それではまず、委員より提出されております資料につきまして、これ

は前回、「ワンルームマンションの修繕積立金」のことについて資料をお

示しいただいてご説明いただけるということでしたので、本日は説明員

の方より 5 分程度でお願いしたいと思います。 
説明員：  おそれいります。本日は委員が社用でどうしても出席できなくなりま

したので、本日は（マンションの）管理部門を担当しております私の方

でご説明をさせていただければと思います。 
部会長：  どうぞお座りください。 
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説明員：  はい。それでは提出させていただいた資料でございますが、こちらは

当社の日本橋にあるワンルームマンションの「長期修繕計画表」という

ものを提出させていただきました。こちらは「マンション管理規制法」

が昨年できまして、それに基づき当社の方も従前から維持・管理につい

て長期的な視野で「どういった形で修繕をしていくのか」ということを

皆さまになるべくわかりやすい形で提出しようということで、分譲に際

して必ずこちらを添付しております。今までファミリーマンションを含

めまして長期修繕についてなかなかできていなかった部分がかなりござ

います。そのため 20 年、30 年経って修繕であわてているという現状も

ございますので、我々ワンルームマンションをつくる側といたしまして

はやはり所有者の大切な財産でございますので、いかに維持・管理して

いくかということがメインでございます。 
見ていただければわかると思いますが、最初のページは＜長期修繕計

画(案)ご利用上の注意点＞ということで簡単に書いてございますが、こち

らは経過年数とともに、また年数が変わるごとに、どうしても計画した

時期が分譲時でございますので、若干費用等が変わってくるという内容

でございます。あくまでもこちらはの修繕計画については「（社）高層住

宅管理業協会」の「修繕周期」をもとに算出をさせていただいておりま

す。 
3 ページ目が「長期修繕計画(案)」です。外壁の関係、一番大事な防水

等にもかかわってまいりますが、外壁の関係は項目を分けまして列記さ

せていただいております。2 番目が鉄部の塗装関係です。どうしても錆

が起こり得ますので、そちらの塗装関係を書いております。順序が逆に

なりましたが「周期」というものがありますが、外壁・防水関係でした

ら 12 年、鉄部でしたら 4年、その他設備関係では 10 年あるいは 12 年、

30 年といったものもございます。そういったものを項目ごとに平米数ま

たは単価を出しまして、その期ごとに金額を入れさせていただいたもの

がこちらの修繕計画案になります。細かくは割愛させていただきますが、

30 期まで書いてありますが、30 年間でおよそこのくらいの費用がかか

るというものが下にございます。各年の合計、右端が 30 年間の修繕計画

の合計金額になります。 
次のページですが、「修繕積立金の推移」という形で書いてございます

が、所有される方が｢賃料収入｣が目的の方ですので、｢利回り｣というの

が非常に大事になります。そのためになるべく 5 年、10 年経ってから積

立金を再度徴収するということになると大変なことになりますので、一

定の、安定した収入をもっていただくために、修繕積立金というものは

30 年間一律で積み立てていけるような形で考えております。それが平米

ごとの金額になります。 
次のページにまいります。こちらは｢修繕積立金の推移｣の 1棟分を、5

年単位で下の方に必要修繕費ということで書いてございます。例えば 1
～5 年で 549，000 円、6～10 年で 3，226，000 円といった形で推移し

てまいります。それに基づいて工事を行うという計画の案でございます。 
次のページは当社のパンフレットの一部になりますが、「分譲価格

表」、「賃貸価格表」といったものを添付してございます。こういった価

格に基づき利回りをはっきり明記して将来にわたっての安定収入を図る

ような形で今回載せさせていただいております。 
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以上でございます。 
部会長：  はい、ありがとうございます。ただいまご説明いただきました資料に

つきまして何かご質問がございましたらどうぞ。 
委員：   今の説明の中でもありましたが「利回り」ということで、よく新聞広

告等で買う人に対して「これぐらいの利回りがありますよ」というのは、

この中の資料ではどうすると利回り計算ができるのかご説明いただきた

いのですが。 
説明員：  こちらの資料では利回り自体は出てまいりません。あくまでも「賃料

の収入」ですね、こちらから「管理費」、｢修繕積立金｣、そういったもの

を差し引きまして年間でいくらの収入があるかということで、価格から

割ったものが利回りという形で出てまいります。 
委員：   この表（参考資料）の中に、管理人がいる場合といない場合で、いわ

ゆる利回りというのは違ってくると思うんですが、管理室はあるけれど

も管理人がいない、常駐していないとその差が随分大きく利回りに影響

するかと思うんですが、もし管理人がいれば給料も払わなければいけま

せんよね。その分利回りが落ちると思うんですが、見方を変えた場合に

管理人がいるマンションというのは掃除だとかゴミの出し方であると

か、ご近所とのお付き合いの仕方とか、いろいろそういう良さがあるん

ですよね。反面、管理人がいないということは、そういうことはないで

すから利回りが非常によろしいということになるんでしょうけれども、

その辺はこういう資料を見る場合、どのように見ればよろしいんですか。 
説明員：  こちらの資料ではそういったものは書いておりませんが、管理人が常

駐する場合、戸数の制限にもよりまして、都なり区なりから何世帯あっ

た場合にどういった形で管理人を置くという問題がございます。それに

基づいて管理人さんを置く場合の費用というのは、やはり「管理費」と

いうものに反映されてまいりますので、そちらの費用で上下してまいり

ます。 
委員：   そうするとこれ（参考資料は）案ですから管理人がいるという前提で

しょうか。 
説明員：  はい、こちらは基本的に「日勤管理」になっていまして、１日に５時

間は出ております。５時間のうちに清掃、ゴミ出し、分別ですね、こち

らのそういった費用も含まれております。 
委員：   それからもう一点なんですが、３０年経ったときにこのマンションは

「スラム化」という言葉がありますように、積立金等と建物の傷み具合

のバランスなんですけれども、今のお話で防水や塗装を行ったといろい

ろご説明がありましたが、３０年経ったときに管理組合があったりして

自主的にきちんとやれればいいんですけれども、分譲ですからなかなか

管理組合の運営も難しいかなと思うんですよね。その時に目の届かない、

建物が管理会社に委託されるんでしょうけれども、「スラム化」というこ

とに関してはどの点を注意すればいいんですか。データを見たときに。 
説明員：  それはですね、やはりこういった計画がきちんとできているかどうか、

ということが一番のポイントではないでしょうか。それに従ってどうい

った修繕をし、管理をしていくかということが一番のポイントになるか

と思います。それは、我々分譲会社としましてやはりお客様に安定した、

先ほどから何度も申し上げておりますが、安定した収入を得ていただく

ためには、管理業務をきちんとやる、また修繕をやる、そういったこと
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で賃借人様が入りやすい状態というものをつくっていくというのが分譲

会社の使命でもありますし、また、管理会社としての使命であると思い

ます。 
部会長：  他にご質問はありますか。 
委員：   今のお話の延長で一つだけわかれば教えていただきたいのですが、そ

の「常駐の管理」をする場合というのは、戸数がどれくらいあると常駐

管理人を置くようになるのか、大体の目安というのはあるんでしょうか。 
説明員：  ４０世帯くらいからでしょうか。 
委員：   それより少ないと「巡回管理」的なものになるんでしょうか。 
説明員：  はい、そうです。 
部会長：  今回、コピーさせていただいた（参考資料の）パンフレットでは、例

えばワンルームが２０．７２㎡とあるわけですけれども、後ろから３～

４枚目の分譲価格表あるいは賃貸価格表には右端の方に４０数㎡の部屋

がありますね。これはワンルームではないと思いますが、ワンルームと、     

こういった４０数㎡程の「小型のファミリータイプ」と申しますか、一

緒になっていますが、つくる時に普通はこういう形になるんでしょうか。 
説明員：  これはですね、区など地域ごとに規制がございまして、「何㎡以上のも

のもつくりなさい」という指導がございます。ですから、３０戸以上つ

くる場合はいくつは４０㎡にしなさいというような規制がございますの

で、そういったことを含めて入れている場合がございます。 
部会長：  これはただ「規制」といいましても区の「要綱」かと思いますね、法

律あるいは条例ではなくて。 
説明員：  はい、区の方の。 
部会長：  日本橋ですから中央区ですか。 
説明員：  はい。 
部会長：  ということは要綱の指導にしたがっておられるということですね。 
説明員：  はい、そうです。 
部会長：  わかりました。 
委員：   それともう一つ、営業上ですね、例えば５０戸のワンルームマンショ

ンがありまして、５つくらいファミリータイプを入れると、割に売りや

すい場合があります。全部これがファミリーになってしまいますと、価

格的に非常に売りにくい場合もありますけれども、５つとかそれくらい

でしたら、その近くに住んでいる方で子どものために１戸買ってやろう

とか、バランスによって売りやすい場合があります。我々はそういう（要

綱による）制約がなくとも２つ３つ入れるケースもあります。 
      それから、上（最上階）がどうしても斜線の関係でカットされますね、

その時に例えば２部屋を（ファミリータイプに）すると非常に座りがい

いと、こういうケースもございますので、ファミリーとの混在は以外に

あるということです。 
部会長：  はい、ありがとうございます。それではこの「参考資料」につきまし

て他にご質問がなければ、次に本日区から出されております資料がごさ

います。Ａ４版の横のものが「論点整理」でいいますと大きな３番の（４） 
     「ファミリー世帯を呼び込む施策」ということにつきましてあらためて

整理いただいております。それから大きなＡ３の資料は（５）、つまり「規

制」に関する内容とその問題点ということでございます。これにつきま

してあらためて簡潔にご説明いただきたいと思います。 
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１．論点整理における各論点ごとの検討(資料２－１の３番～) 
 
幹事：   それではまず「ファミリー世帯の定住化を促進するための住宅施策と

経費」という資料についてご説明いたします。 
      豊島区ではこの資料にございますとおり、一番目に「区民住宅の供給」、

これは「公共賃貸住宅」でございます。それから二番目に「都心共同住

宅の供給」、これは「民間の分譲または賃貸住宅」でございます。それか

ら三番目に「ファミリー世帯の住み替え家賃助成事業」という、これは

「家賃補助」という位置づけでございますけれども、この３つを「ファ

ミリー世帯の定住化を促進するための施策として実施してまいりまし

た。 
      まず「区民住宅」でございますけれども、「中堅所得ファミリー世帯」

向けに優良な賃貸住宅を供給するという目的に対しまして、実質的には

「民間事業者に対する建設費補助」をまず区の方でいたします。それか

らその民間事業者がつくりました住宅を２０年間区が借り上げることに

いたします。その借り上げた住宅につきまして区の方で入居者を募集い

たしまして、「所得に応じた家賃補助」をすることによって住宅として提

供していくというものでございます。この事業につきましては「特定優

良賃貸住宅の供給の促進に関する法律」というものがございまして、そ

の法律に基づきまして国と東京都から補助があるわけでございます。１

３年度末の実績でございますけれども、１６団地３１２戸を現在区が管

理しております。これまでに支出した経費ですが、建設費補助というこ

とで平成７年度からこの事業を始めておりますので、７～１２年度の間

に８億２千８百万円ほど支出しております。先ほど申し上げましたとお

り国と東京都の補助がございますので、うち区が一般財源の中から支出

したのは２億４千万円であるということでございます。これを現在の３

１２戸で割ってみますと戸あたり平均の経費となります。１戸あたり建

設費補助が２６５万円、区の一般財源ベースでは７７万円という計算に

なります。それからその右でございますけれども、これはその１３年度

の３１２戸を区が管理運営するための経費でございます。１３年度で７

億６千３百万円を支出しております。これについても国と東京都から補

助がございますので、このうち一般財源として区が支出している部分は

１億１千２百万円ということになります。これを１戸あたりですと２４

５万円、一般財源で３６万円という形になっております。備考欄でござ

いますけれども、区といたしましては、今回の新税の使途として検討す

るという考え方でございまして、例えば１億円の税収によりまして対応

可能な事業量を算出してみますと、建設費補助でみますと１３０戸分の

支出をすることができるということでございます。それから、管理運営

経費で申しますと、２７８戸の１年分に該当するという計算になろうか

と思います。 
      真ん中にまいります。「都心共同住宅の供給」でございます。こちらの

事業概要でございますけれども、民間事業者等が行う良質な共同住宅の

供給を誘導するためにですね、同じように民間事業者に対して建設費の

一部を補助する制度でございます。これについては、いわゆる「大都市

法」という法律に基づきまして、国と東京都から補助がございます。現

在までに区は５団地５３０戸に対しまして供給を誘導する意味で建設費
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補助を行ってまいりました。これまでに支出した経費でございますけれ

ども、７～１２年度の間に１４億６千７百万円でございます。このうち

一般財源は３億６千７百万円でございます。１戸あたりに直しますと２

７７万円、一般財源ベースで７０万円という形になります。こちらも備

考欄でございますけれども、新税の使途として検討しておりまして、（例

えば）１億円の税収により対応可能な事業量といたしましては、戸あた

り一般財源７０万円ということを考えますと、建設費補助で１４３戸分

という形になります。なお、これと類似した制度でございますけれども、

優良建築物等整備事業という、これは国の要綱の事業ですけれども、そ

ういう類似事業もございまして、これは共同住宅だけではなくて事務所

も対象になるわけでございますけれども、共同住宅の場合でも「都心共

同住宅」と同じような性格をもっておりますので、その使途として検討

をしていく方向で考えております。 
      それから最後でございますけれども、「ファミリー世帯住み替え家賃

助成事業」でございます。これは区内の良質な賃貸住宅に住み替えるフ

ァミリー世帯に対しまして、ここにはございませんが５万円を上限にい

たしまして１０年間家賃の一部を助成するものでございます。これまで、

延べ１２５世帯に補助を実施しております。６年度から始めましたので

これまでの家賃補助額が一般財源ベースで、これは国や都から補助のな

い単独事業でございますので、２億２千６百万円を支出しております。

これを１２５世帯で割りますと、１世帯あたり平均経費が一般財源ベー

スで１８１万円ということになります。備考でございますが、この「フ

ァミリー世帯の住み替え家賃助成」につきましては、今回の新税の目的

でございます「住宅ストックのバランスを確保する」という視点に立ち

ますと、これは新たな住宅供給につながらないわけでございますので、

この家賃助成については今回の新税の使途とすることは今のところ考え

ておりません。 
      資料の説明は以上でございます。 
部会長：  それでは、引き続いて「ワンルームマンションの規制、指導等に関す

る手法について」という資料についてお願いします。 
幹事：   それでは説明させていただきます。 

まず、「法令に基づくもの」でございますが、一番上の都市計画法に基

づく「用途地域規制」とありますが、これはもともとマンションを規制

するような内容ではございませんので、不可ということでご理解いただ

きたいと思います。 
次に都市計画法に基づく「地区計画制度」というものがございます。

こちらはその下に建築基準法に基づく「地区計画区域内の建築制限に関

する条例」とセットで書かれてございますが、これは都市計画法により

まして地区計画を定めまして、その段階ですと「勧告」という制度で担

保するというもので強制力はございませんので、より一層、この地区計

画を担保するために平行して建築基準法に基づいて「建築制限に関する

条例」というものを通常定めるということになっております。こちらの

条例を定めることによって建築確認等の「建築制限」が発生するという

仕組みになってございます。その強制力の強弱によって地区計画だけを

定めるという例もございます。これによりまして、そんなに全国で事例

はございませんが、ワンルームを規制するような内容で地区計画が制定
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されている例がございます。２３区内では世田谷区が定めておりまして、

１戸あたりの面積を制限して地区計画で定めているという例がございま

す。この地区計画は「地域住民の合意」によって定めるというのが前提

となっておりまして、かなり地区が限定されるということがございます。

他の、都市計画の用途地域のように、行政が広範囲に一定の網をかける

ということでなく、時間をかけて合意形成をとって定めるということに

なっているために、地区が限定されるということでございます。こちら

につきまして、前回、委員さんから「法的な問題はないのか」という指

摘がございました。国（国土交通省）の方にも問い合わせをいたしまし

たが、全国でも事例があって特に今まで裁判で争ったこともないという

ことで、違法性が明確だということはないとうかがっております。 
次に、建築基準法に基づく「建築協定」ということがございます。こ

れは前回お示ししておりませんでしたが、追加させていただきました。

こちらは地区計画よりももっと限定された、例えば一人でも二人でもい

いという制度でございまして、住民の合意によりまして自分たちの建物

に規制をかけて協定を結ぶという制度になっております。こちらは手続

きも非常に簡単でございまして、中野区で「長屋」や共同住宅の建築の

制限をした事例があるそうでございます。ただこれは「私法上の契約」

とされておりまして、建築確認の審査対象には、これがあるからといっ

て確認が下りないということではないということです。地域が限定され

るということと、地区計画などによる建築確認の可能・不能となるよう

な実効性が担保されていないということでございます。 
続きまして、「条例に基づく制度」に移らせていただきます。 

幹事：   それでは、条例でございますけれども、大きく分けてここに二つござ

いますが、「権利義務を規制する条例」と、「誘導、指導するタイプの条

例」があろうかと思います。 
まず、権利義務を規制するタイプの条例につきましては、地方公共団

体は「地方自治法」に基づきまして一定の制定ができるわけでございま

す。よく言われているものが制度概要のところに書かれておりますが、

法令が規制する同一事項についてさらに厳しい規制をする「上乗せ条例」

と言われるものや、法令が一定の基準を設けている場合にそれ以外の事

項を追加的に規制する「横出し条例」などがあります。具体例のところ

にございますように、ワンルームマンションを規制した条例の実例は今

のところ全国でございません。しかしながらワンルームマンションとい

うことではございませんけれども、例えばパチンコ店などの規制を用途

地域以上のもので設けようという試みはあります。そういった試みが条

例と法令との関係におきまして争点となって裁判が行われた判例がいく

つかございます。実効性でございますが、やはり土地利用に関する条例

制定権を制約する一つの論拠としていわれますのが、国民の財産権に関

する制約の全国的な公平性といいますか、平等性の確保が必要であると

いうことでございます。豊島区がワンルームマンションを規制する独自

の条例を制定することについては、判例を見る限りでは全く可能性がな

いわけとはいえませんけれども、非常に困難であると。新しい例では宝

塚市がパチンコ店やゲームセンター、ラブホテルの建築について「風営

法」以上の規制をしたという事例（条例を定めたという）がございまし

て、それについて業者等との間で裁判になっている事例がございますけ
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れども、この裁判では、大阪高裁でございますけれども、「法律の委任を

受けない条例が、風営法や同法に基づく県条例よりも厳しい規制を設け

た独自の条例により規制を行うことは違法である」という判断が示され

ております。そういったものから困難であろうと思われます。 
それから条例の二つ目、これは前回もお示ししましたけれども、世田

谷区などでですね、条例として定めておるのですがその内容は「指導要

綱」のように、「○○としなければならない」ということではなくて「努

めなければならない」といったような「努力義務」的な内容にとどまっ

ているものでございます。いってみれば「現在の指導要綱を条例化」す

るような形のものでございます。具体例として世田谷区にございますし、

先日も新聞紙上で渋谷区がそういった試みをするという条例案を議会に

提出しているという記事がございました。豊島区におきましてもこの指

導要綱、現在の「中高層集合住宅建築指導要綱」につきましては条例化

の検討をしております。少なからず意味があることではございますけれ

ども、やはり行政指導の域を出るものではないということで、実効性に

ついては確実ではない、担保されないということであると思います。 
それから最後、指導要綱に基づくもとのして三つ掲げました。まずは

「中高層集合住宅建築指導要綱」でございます。これにつきましては、

今現在、２０㎡という最低の住戸面積を定めております。この指導要綱

については広く受け入れられておりまして、一定の実効性があると認め

られます。ただし、その２０㎡というものを２５㎡、３０㎡という形で

基準を引き上げた場合には、なかなか実質的な効果があるかどうか不明

であると、やってみなければわからないということであろうと思います

ので、実効性が不明であるとここには書かせていただきました。 
それからその下の「開発協力金の要請」、「住宅付置の要請」でござい

ますけれども、これも前回、都心区の法で試みが指導要綱という形であ

ると。これはオフィスなどの業務系の土地利用ばかりが増えまして、人

口の定住化に悩む都心区が実施している程度でございますので、本来的

にはワンルームマンションの規制を目的とした制度ではないということ

で前回もご案内させていただきました。豊島区の場合は業務系よりも住

宅系の建築物が多く供給されているわけでございまして、豊島区といた

しましてはこういった開発協力金、住宅付置の制度についてはそもそも

採用する必要性がないと考えております。ただ、こういったものを「フ

ァミリー住戸誘導のため」という目的で検討した場合でも、やはり指導

要綱という域を出ないものでございますので、なかなか実効性について

は議論があるのではないかということでございます。 
以上でございます。 

部会長：  はい、ありがとうございます。それでは以上の説明を参考にいたしま

して議論に入りたいと思いますけれども、まず、「論点整理」でいきます

と大きな 3 番の（４）ですね。これがいわゆる｢ファミリー世帯を呼び込

むための誘導政策が大事ではないか｣という論点でございます。これにつ

きまして先ほど豊島区からは、これまで行ってきた「区民住宅の供給」

あるいは「都心共同住宅の供給」、｢ファミリー世帯住み替え家賃助成事

業｣という説明がございました。ついでに見ますと私の論点整理の（６）

の、税を導入するしないは別として、「仮に税を導入する」ということを

考えた場合、税収の使途というものをどう考えるかと。最初の構想で出
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された 3 億 3千万円という税収を一体何に使うかということにつきまし

ても、追加的に説明があったかと思います。税収の使途としてどう考え

るかは別としまして、こういった区の政策につきまして、あるいは取り

得る施策につきまして、何かご意見等が、あるいはご質問がございまし

たら。それから、この資料の見方ですけれども、このＡ４の用紙でこれ

まで支出した経費というものがございます。7～12 年度ということで例

えば建設費補助、これは区民住宅と都心共同住宅の供給ですが、これは

13 年度は行わなかったということでしょうか。 
幹事：   はい、そうです。 
部会長：  それはつまり、区の財政状況のためということですか。 
幹事：   はい、区の「財政健全化計画」に基づきまして、平成１6 年度までは

休止ということでございます。 
委員：   よろしいでしょうか。ファミリーマンション呼び込みの政策の問題で

すが、これはやはり前回も申し上げたのですが、｢土地ありき｣なんです

ね。ファミリーマンションはどうしても広い土地が必要です。その広い

土地が豊島区にあるのかないのか。江東区は非常に広い土地が多いわけ

ですね、工場跡地や倉庫とか、こういうところは皆、ファミリーマンシ

ョン向けに容積率もいいですし、どんどんそこにできている。すると学

校（が足りないという）問題が起きているということで、江東区におい

てはマンションの強烈な抑制をする。広い土地があるかないかというこ

とは、ファミリーマンションの要件ですので、いくらワンルームを抑え

ても広い土地、200坪、300 坪、500 坪、1，000 坪の広い土地がない限

りはファミリーは来ないんじゃないですか。土地ありきですから。 
部会長：  土地があるかないかといった問題等につきまして、何かございました

らどうぞ。 
幹事：   ただいまの「区民住宅の供給」ということでございますけれども、確

かに広い土地がない場合には民間の業者が入ってくることは難しいと思

います。しかし、区民住宅の場合、敷地の最小のもので 300 ㎡程度で、

500 ㎡平均のものは数多くございます。ですから、区といたしましては

そういった 500 ㎡程度の敷地であっても一定の補助をすることによって

ファミリー向けの住宅の供給を促進していこうという施策でございます

ので、そういったところに税収の使途を充てていきたいということでご

ざいます。敷地が 2,000 ㎡、3,000 ㎡ないからファミリーマンションの

建設は確かに民間ベースではなかなか難しいかも知れませんが、行政が

一定の関与をすることによって、それを促進しようということでござい

ますので、ご理解いただきたいと存じます。 
委員：   ちょっと私まとめ方が下手なのですが、ファミリーマンションが少な

い、ワンルームマンションが多いというのは、それは率はそうなってお

りますけれど、｢豊島区に住みたい｣というファミリーが少ないんじゃな

いかと思うんです。というのは、今やっていますけれども小学校をどん

どんつぶしてしまう、生徒がいないからつぶすということもありますし、

保育園もなくなってしまう。そうすると、若い世代の方が豊島区に来て

子育てして、豊島区を｢我が町｣とする子どもたちを育てることはないん

じゃないかと、やりにくいんです。それから、（夜の）9時頃に池袋の北

口あたりに行っても、何か頭は茶色で黒い背広を着た男の子たちが一生

懸命まとわりついて遊んでけと、ああいうのを見てやはり恐いまちだと
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思ってしまう。家賃も他の業者に聞いても「池袋はわりに高い」と言い

ます。ということは、恐いし高いし、さらに若い世代が引っ越して来よ

うと思っても学校はない。それから今は共働きの人が多いのに保育園は

少ない。そういう地区でも独り者だったら暮らせるからワンルームなら

受け入れられるけれども、ファミリーが来ようと思うだろうか。江東区

など住環境の良いマンションをつくれば（他から）移ってきますよね。

ただ、学校が少ないというのが問題になっているようですけれども、我々

がここで「ワンルームマンションを排除しよう」と言うよりも、ワンル

ームマンションに来てほしいような気もしますし、ただあまり劣悪なも

のはまずいけれども。ですから、この問題をいじる前に、何でファミリ

ーが豊島区に来てくれないのかということを、今回の課題ではないです

けれども、考えなければならないのではと思います。 
委員：   ただいまの委員さんの述べられた内容がそのまま議事録に載ってしま

いますと｢豊島区は何もやっていないじゃないか｣ということになります

ので、ちょっとお話させていただきます。豊島区の保育園は待機児童が

(23 区で)極めて少ない方なんです。保育園は非常に多いんです。それか

ら学校も学区域からすれば多いと思います。ただ残念ながら、少子化の

関係もございますけれども児童・生徒数が減ってしまっている。たくさ

ん学校をつくったということがあるかと思いますが、統廃合を進めてい

ます。子育て環境は、福祉施策としてやっているものは、私は充実して

いると考えております。ただ池袋近辺の今言われた｢恐い｣とか、それは

街を歩いていてございますけれども、周辺は良好な住宅地があるところ

でございますので、ラブホテル街とか池袋大橋の近辺ですとかのイメー

ジだけで全て言われるのはちょっと、今ここで申し上げておかないとと

思いますので、一言述べさせていただきます。 
委員：   私の住んでいる近所はファミリーマンションが今、建設の計画があり

ます。銀行の寮の跡地とか結構大きな土地がございまして、以前も会社

の寮が大きなマンションに変わりましたし、今また寮を壊して計画され

ています。決して土地が狭いということだけでなく、会社などが手放し

てマンションになるという場所もあるはずです。それから、そばに 1，
000 坪程の土地があったのですが、そこが実は「ファミリーマンション

を建てる」ということだったのが、近隣の方の反対で結局、公園になっ

たというところもございます。決して私は土地が大きいところがないと

いうばかりではないと思います。近隣の方との問題とか、いろいろな要

件があって区の方でもやはり、区の味方をするわけではないですけれど

も、私が見ている範囲の中ではファミリーマンションは建つ機会がこれ

からもあるのではと感じますので、決して建たないということではない

と思います。 
委員：   この表（追加資料：「ファミリー世帯の定住化を促進するための住宅施

策と経費」）についてちょっと確認したいのですが、一つ目の質問として

（区民住宅入居のためには）ある程度の収入要件がありますね。それか

らもう一つなんですが、これは豊島区に住んでいる人が対象ですよね。 
     他の区民は対象ではないですよね、ということは中だけで動いていて新

たな「流入」がないのではないかと思いますが。 
幹事：   ただいまのご質問でございますけれども、まずは収入でございますが、

「収入分位」というのがございまして、公営住宅の場合は 25％以下、こ
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の区民住宅の場合は 25％から 80％くらいとかなり広い幅がございます。

例えばこれを年収で申し上げますと、夫婦と子ども 2 人の家族 4 人とし

ますと、500 万円から上限は 1，000万円近くまでまいります。ですから

かなり幅広い収入の方に対応しているということです。それから、区内

でファミリーをですね、確かに今現在は 1 年くらいお住まいということ

を前提にしております。それはまず「定住化」ということで、「区内でフ

ァミリーを形成なさる方が区内に住まいを求められるように」というこ

とをまず優先に考えました。確かに「呼び込む」ということでは今のと

ころ対応できておりませんけれども、これを再検討しておりまして、例

えばそのファミリーの親が豊島区に住んでいて近所に戻ってくる、そう

いう場合は入居の対象とすることを検討しております。基本的には定住

化でございますので、まずは豊島区でご結婚なさって子どもができたと

きに豊島区内でまず住んでいただくという主旨でございますので、今後

については区外から、区内の親のそばに住むために戻ってくる方も少し

ずつ対象にしていこうではないかということで議論しております。 
      それから、「都心共同住宅」の場合には委員からご指摘のございました

収入ですとか居住要件は全くございません。ですから、これについては

区外から転入なされた方も当然、ご入居できますし、所得も関係ないと

いう形になります。 
委員：   先ほど、豊島区は敷地面積が狭いのでファミリータイプが出来にくい

というお話がございました。設計の立場から申しますとやはりそれはそ

のとおりでございまして、例えば、ワンルームが３つくらいでファミリ

ーが１所帯くらいのものですと、ファミリーの面積にもよるんですが、

そうした場合に例えばワンルームを１フロアに３つとか４つとかで 3 階

建てくらいに収めるというのは非常にケースとしては多いわけです。そ

ういった場合にファミリーを入れる場合 1 フロアに１つしか入らない。

その設計のテクニックとしてフラットタイプでファミリーにするのと

「メゾネット」にするというようないろいろな手法があるんですけれど

も、そういう組み合わせである程度設計のテクニックを使っていかない

とファミリーを入れることができないということになります。それと、

リスクが大きくなるというのもあろうかと思います。販売もしくは賃貸

する場合に所帯数が減るわけですから、そういったリスクというものを

検討する要因の中にあろうかと思います。 
委員：   （｢論点整理の｣）（４）の話になるんですけれど、｢ファミリーを呼び

込むために｣ということで、他の区がやっているように定住化のためにビ

ルの上にもファミリーマンションが付けられるような、いわゆるオフィ

スばかりじゃなくて、建物の面積に対して何％かの住宅用面積を確保す

るという指導要綱が今、豊島区ではありませんから、他の区ではありま

すので豊島区もそういう施策をすることによって呼び戻しができるはず

です。それによって更に先ほどの建設費の補助だとか、いろいろな方策

につながっていくのではないかと思うんです。ですから先ほど「何もや

ってないじゃないか」という話がありましたが、そのとおりだと思いま

すので、やればいいんじゃないかと。いろいろなやり方があるわけです

から、その一つ一つをだめというのではなく、とにかくやってみたらど

うかなと思います。例えば、駅ビルの上にマンションがあってもいいん

じゃないかと、偏ったものの発想をしないで、もう少し人が集まるとこ
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ろには定住者がいてあたりまえだと思います。そういう考えがあっても

いいんじゃないかと私は思います。それを提案したいですね。 
部会長：  いろいろ意見がでております。整理いたしますと、まずファミリーマ

ンション向け、あるいはファミリー世帯を呼び込む、あるいは増やすと

いったときに、それだけの土地が豊島区にあるかという問題で、それが

乏しいのではないかというご意見と、そんなことはなくてあるという意

見が両方出ております。これはここで話していても何とも言えないので、

それ自体の問題を検討しなければならない。水掛け論になってしまいま

すので、また検討しなければならない問題だろうと思います。 
その上で学校あるいは保育園の問題、治安の問題といったことにつき

ましても、これもいろいろ条件が分かれるところでございますので、当

然やるべきことはやらねばならないということは誰しも一致するところ

でございますので、これについても施策をどう考えるかというのは当然

必要かと思います。 
それから三つ目ですが今ご意見のございました、いろいろな建物に、

例えばオフィスビルにも住宅を設けるという施策というもの必要ではな

いかということがございました。これにつきましては、豊島区としてそ

ういう議論はいかがでしょうか。 
幹事：   確かに一時期は業務ビルの方が投資効果があるということで、バブル

の時代を中心にほとんど住宅が供給されないという現実がありました。

ただ、今は業務の需用が大変少なくなりまして、また業務だと賃貸にま

わさなくてはならないということで、投資回収がかなり長期間に及ぶと

いうことがあります。一方、住宅は分譲してしまえばそこで回収できる

ということで、今は建物需用のほとんどが住宅に置きかわっておりまし

て、我々が考えましても、駅前に住宅が立地したりで逆の心配が出てき

ているという状況でございます。特に丸の内などの一等地以外について

は、池袋や新宿、渋谷などはそういう現象が出てきておりまして、やは

り時代的にはそういう手法は採る必要はないのではと考えております。 
委員：   今、中央区や千代田区ではビルをどんどん改築しているんです。ファ

ミリーマンションに、ということが非常に行われている。これについて

何度も陳情に行っているんですけれども、国土交通省にも資金援助して

くださいというように、まだ決定はしていないんですが話は出つつある。

その場合はワンルームじゃだめなんですね。小さく区切るとコストも高

くついてしまう。バス、トイレも全部付けますから。それがファミリー

マンションの場合は 150 ㎡とか広くつくると、コストがかからない。で

すからそういう政策もご検討なされるとファミリーの誘導にもなってく

るのではと思います。 
委員：   1 週間くらい前にＮＨＫでやってましたね。 
委員：   やってました。 
部会長：  ファミリー世帯を呼び込む政策に関連しまして、だんだん話が(論点整

理の)（５）の方に移ってきているかと思います。つまり「住宅付置」の

義務あるいはその要請といいますか、そういったことにつきましては実

施している区もあるわけでございます。この規制あるいは誘導といいま

すか、先ほどご説明いただきましたがワンルームマンションを抑えるの

かファミリーマンションを誘導するのか、目的はいろいろあるかと思い

ますが、規制なり誘導なり指導といった方向につきまして、先ほど区か
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らＡ３の用紙（「ワンルームマンションの規制、指導等に関する手法につ

いて」）でご説明いただいて、その用紙の一番下の｢住宅付置の要請｣とい

うことですが、こちらのお話に移ってよろしいでしょうか。全体の政策

課題が（４）については明らかになったかと思いますので、もう一つの、

「規制」、「指導」についての先ほどの説明にはいろいろ限界があるとの

ことでしたが、これについて私の論点整理の方ではいろいろ並べました

けれども、要するに一番大きいところは「要綱による指導というものが

果たしてどれだけ実効性があるか」ということですね。それから要綱に

よる指導の中にいろいろあるわけですが、建物の 1 戸あたりの広さを規

制するという方法と、それから建築の時に「開発協力金」、私は論点整理

に｢負担金｣と書きましたけれども、そういうことを要請するというやり

方、あるいは先ほど委員さんから出ておりました「住宅付置要請」と申

しますか、その中にファミリータイプの住戸をオフィスに付置するとい

うことを要請する、あるいは義務づけるといった規制なり指導なりがど

れだけ実効性があるのかという議論になってくると思います。これにつ

いてご意見をいただければと思います。 
委員：   細かい規制の話になってくると思いますが、その前に若干意見と申し

ますか、そういうことが可能なのかということも含めてお伺いしたい点

があるのですが、こうした規制をする際に「場当たり的」にしたり課税

をして誘導するということをしてもあまり意味はないと思うんですね。

結局その前提として、「将来的にどういうまちづくりをしたいのか」とい

う明確な青写真が必要なのだと思います。それに向かって非常に長期間

にわたるプランニングの中でどういう規制がいいのかということが初め

て問題になってくるわけだと思うんです。そうしないと場当たり的にや

ってみても、片方を規制したら片方に移っていって、それが変に違う形

で開発が進んでしまうような問題が出てきますので、豊島区全体として

どういうまちづくりをして、どういう将来像をつくるのか、ということ

が前提として必要ではないかと思います。そうしないと我々が今ここで

考えていることというのはスパンとしてそんなに長いものではないの

で、これをどういう形で将来に引き渡していくかという一コマに過ぎな

いんだと思います。これは私が言っていることではなく、アメリカの建

築家で栃木県かどこかのまちづくりに携わっている方が言っているよう

なんですけれども、変な規制の仕方をするとそれが将来に引き渡されて

しまうという問題があります。今何を成して将来どういうまちづくりを

したいのかという明確な目的といいますか、ビジョンがあってそれに合

わせて最も適切な規制なり課税なりいろいろな手段を選択していくこと

をしない限りは、歪んだ形になってしまうのではないか、その部分が欠

けているというかよく見えてこない部分がなるのではと思います。その

ことが安定的に、住民を定住させていくとか、居住を促進する、例えば

住宅地を買う場合にも永続的で安定的な土地利用が保証されていなくて

隣地にマンションが建ったということになると、これは都市計画が悪い

んだと思います。日照が遮られる等の問題が起こってくるわけですね。

ですから、永続的で安定的な土地利用を保証してあげる、例えばそこが

一戸建ての地区として将来も残りますよということを、何らかの形で保

証できるような制度にしないと、将来的にうまくいかないのだと思いま

す。まちづくりのプランニングとそれを担保する規制のあり方というも
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のを長期的に考えないといけないと思います。 
委員：   理想的にはそういうことだと思いますが、豊島区の将来像なり、まち

づくりの方向というものは、「豊島区基本構想」なり「都市計画マスター

プラン」なり、あるいはこの前お示ししました「住宅マスタープラン」

の中にあるのですが、それが区民の方々や先生方を含めました他の方々

に充分周知されていない面もあると思います。一番端的に言うと、「住み

続けられるまちづくり」と理念的にはそういう言葉で表わせるのですが、

住み続けられるということは豊島区の住民が大分入れ替わりが激しいと

定住しない、一定の年齢まではいますけれどもファミリーを持つような

年代になりますと出て行ってしまう、ここが一番根本的な問題なんです。

そうならないように、豊島区でも子育てができて、ずっと終生住めるよ

うなまちにしたいというのが最大の目標であると思っています。ただそ

れを実現する手法というのが非常に限られているわけですね。前回も申

し上げましたが、区で採れる手法というのが非常に限定されているとい

う制約の中で、どこまでそういった区独自の施策で近づけるかだと思う

んです。その中で例えば先ほどの実効性が担保されないと評価せざるを

得ないものであっても、要綱等で実際には建築主なり業者さんの方では

守っていただいたり協力していただいたりしているわけです。区ででき

る施策の限界の中で最大限のそういった施策をとっていくことだと思い

ます。 
委員：   私はちょっと疑問を提起したいのですが、これは認識の問題でして意

見ということではないのですが、お手元に配付されました「ワンルーム

マンションの規制、指導等に関する手法について」というＡ３版の資料

に関して２、３点申し上げたいことがございます。 
      この分類の中で「法令に基づくもの」の中に、「地区計画制度」という

ものが上から二つ目の欄に説明がございます。これに関しての疑問なん

ですが、一番右の方の欄で「可能性、実効性、効果等」ということに関

しまして、※印があります。そこに表現として「条例の制定は、法的に

問題ではないとされている」とあります。この点に関して疑問を感じて

おります。それは前回申し上げたことと同じでございまして、用途地域

に適合している中で、住宅をつくれるというところにワンルームマンシ

ョンの住戸あたりの最低面積を何㎡とするということが法的に可能だと

いうことに関しまして、私は強く疑問に思っております。住宅用途に使

っていることでは同じではないだろうかという理由でございます。 
それからそのやや上の方に、「地区計画は、地域住民等の合意形成が前

提となっており」とありますが、これは政策立案の観点からはそのとお

りかも知れませんが、合意がなければ地区計画を定めることができない、

あるいは建築制限条例を制定することができないという意味において

は、これも不正確ではないだろうかという疑問を提起させていただきま

す。 
それから同じく、分類としては「法令に基づくもの」の上から四つ目

の欄に「建築基準法に基づく建築協定」がございます。これの一番右の

欄の「可能性、実効性、効果等」の中で、｢実効性が担保されない｣と書

いてございます。これはやはり不正確という意味でちょっと問題がある

のではないかと。つまり「建築協定」というものは全員が加わらなけれ

ばいけないという意味においては確かに契約なんですね。しかし、実際
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の建築協定でどうなっているかといいますと、例えばその地域において

3 階建ての建築物を建築してはいけないという協定が成されている場合

に、3 階建てを建ててしまった人がいるといったときに、その実効性の

担保のためには代表者が訴訟を起こせるというような条項が必ず入って

いるわけです。現にその代表者が、3 階建てを建築してしまったある特

殊な人を被告として、3 階建てを削れという訴訟を起こしてそれが認め

られたという判決がございます。といった意味では実効性が担保されて

おります。したがいまして、この「実効性が担保されない」というのは

不正確ではなかろうかと思います。ただ、翻って考えますと、ワンルー

ムマンションを豊島区においてどうするかということに関して、仮に建

築協定ができるかという観点からすると、その全員の合意が必要だとい

う観点で契約自体が成立しないだろうという心配は多分にございます。

したがって、建築協定に関する今の実効性がある、ないというのは認識

の問題でして、有効な議論かどうかというのはちょっと置かしていただ

きます。 
以上、意見というよりも問題点ということで、認識の問題として申し

上げました。 
部会長：  今の点につきましては、豊島区の方で補充的な説明等はございますか。 
幹事：   まず、「地区計画制度」でございますが、確かに委員がおっしゃってい

る論点が一つあると思います。総体でですね、例えば住居系用途を 500
㎡以下に総量でしなければいけないという地区計画については明確にこ

れは適法だと確信をもって言えると思います。ただ、その 500 ㎡の中を

例えば 50 ㎡で 10 戸とさらに割ってできるかということにつきまして

は、明文化されておりません。その点も国にそういうことについてどう

かという問い合わせをしたところ、全国にかなり地区計画が定められて

おりまして、特に訴訟で問題になったこともないので、現時点で問題は

ないのではなかろうかというぐらいのところでしたけれども、確かに委

員が言われましたようにその点については若干、自信をもって明確に言

えないところもあるという見解でございます。実態的にそういう地区計

画を定めているところもあって、特に今までは裁判で争ったこともない

ということで、こういう表現にさせていただいたということでございま

す。我々もその点は論点になるという認識はもっております。 
      次に、建築基準法の「建築協定」でございますが、先ほどもコメント

させていただきましたが、これは建築基準法上、建築確認という点で実

効性が担保されていないという注意書きがつくところでございまして、

やはり委員がおっしゃったような点では実効性が担保されるという認識

でよろしいのではないかと考えます。 
委員：   規制による方法と、税による方法との違いというものをもう一度確認

しておいた方が良いと思います。というのは、税による方法というのは、

簡単に言うと「二兎を追っている」のだと思うんです。すなわち「ワン

ルームを抑制しながら、一方で税収をあげる」という二兎を追っていま

すよね。これに対して規制する方法というのは、もしかしてワンルーム

は規制できるけれども、一方でファミリーマンションも建たないかも知

れないということがあるわけです。ですから規制による方法というのは

場合によっては極めて活力を低下させる可能性がある方法だというよう

に位置付けた方がいいと思います。そういう意味では、税による方法と
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いうのはお金を出させて「市場原理」を働かせますので、より活力を維

持する可能性をもっている方法だと私は考えます。その点を少し整理し

たいと思います。 
部会長：  はい、ありがとうございました。まずただいまのご発言につきまして

は、地区計画それから建築協定に関する認識といいますか、法解釈に関

するご指摘かと思います。また、規制か税かということにつきまして、

税収というのがあがってきます。それをまた別の形で使えるというメリ

ットが税にはあるだろうと。規制の方につきましては実効性以前の問題

として、収入が伴わないものでございますのでその点も論点の一つにな

り得るということかと思います。 
ただいまのところでは、法令に基づく規制なりにつきましてはいろい

ろと限界というのが出ておりますが、実際に行われています、あるいは

他の区でも行われてるいわゆる「指導要綱」に基づきます、（例えば）豊

島区では 20 ㎡未満は(不可)という指導は実効性がある。しかしこれを例

えば 25 ㎡にあげたら、これはもう守らなくなるのではないかという懸念

があるということですね。それから開発協力金につきましては他の区で

いろいろな例があるわけですが、果たしてこれは払ってもらえるのだろ

うか、実質は「寄付」であるからということについての件、それから住

宅付置につきましては先ほどの話では中央区の住宅付置の要請につきま

しては応えられているという実例がありましたけれども、こういったや

り方が、強制力がないということは確認されているようですが、果たし

て実効性があるのかどうかということにつきまして、こういった手法に

つきましてはどのようなご意見をお持ちなのか、何かございましたら、

どうぞ。 
委員：   難しい法律とか条例とかの話をしている時にたいへん申し訳ありませ

ん。これがたとえあったとしても、何か制定されたとしても先ほど他の

委員の方がおっしゃいましたように、土地とかがあったとしても住んで

いる方の反対でそれが実行されないということもあるわけですね。今な

ぜファミリーが来ないか、増えないかということで、なぜファミリーが

来ないかという逆の方向から考えてみると、まず住居を買うにしても値

段が高いということ、それから二つ目としては幼稚園や学校とかの環境

は良いとしても、多分騒音とかそういう環境で豊島区を離れていくので

はないかという気がするのです。そうなってくると法律というか、条例

をつくることを考えることも大事だと思いますが、それ以外の要因のほ

うがすごく多いのではないかと感じています。 
委員：     一言だけお話させていただきます。確かにこれは豊島区全体の住みや

すさということへのイメージが大きな問題だと思います。先ほどもござ

いましたけれども、豊島区をどのようにしていったら、あるいはどのよ

うにしていこうとしているのかわからないというご意見もございました

し、その他にも委員さんの方から保育園や学校の問題もございました。

そういったことから考えますと、本当に豊島区はひどい区なのかという

ように思われがちですけれども、実はある雑誌、東洋経済でございます

けれども、（豊島区は）中央区と他の都心区の 2区に次いで 3番目に子育

て環境あるいは福祉の環境が良いというように評価をされています。こ

れは、恐らく２～３ヶ月前の東洋経済の記事です。そういうようなこと

で、子育て環境につきましては区も大変力を入れておりまして、そうは
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言いつつも財政の問題等がありますので、いま全体の施設の見直しなど

をやっているところでございますし、また今日も実はこの（会議の）前

に「基本構想審議会」がございまして、区のこれからの在り方、在り様

を検討している最中でございます。確かに、基本構想・基本計画が先に

出きていて、それをお示ししながら今回のこういったご議論をいただけ

るのであれば一番良かったのですが、なかなか順番がそううまくいかず

同時進行という形になっておりますけれども、実態としては豊島区は決

してイメージとして持っていらっしゃるようなほど悪い区ではないとい

うことでございます。そこが一番の問題でして、実態としてかなり良い

条件、良い要件を持っていながらもそれを伝えきれていない、そういっ

たメッセージが区民の皆さんもそうですし、区外の方々にもメッセージ

として伝わっていないということが私どもは大きな問題だと思っており

ます。今回のワンルームマンションの問題につきましても、これまでい

ろいろご説明してまいりましたけれども、56％の単身者がいらっしゃる

と、これは様々な要因からでございますけれども、そういう状況を少し

でも改善するということが非常に大きな行政課題でもありますし、また

ひとつのメッセージとしてこれも位置づけられなければならないと思っ

ております。施策の方法としては、ちょっと大きな話になって恐縮なん

ですが、今ご議論いただいているところではございますけれども、騒音

の問題、住みやすさ、住環境の問題等、総合的にこれは改善をしていか

ねばならないんですけれども、そういった問題も含めまして、それは別

の機会になりますけれども、全体として本当に皆さんが住みやすく、暮

らしやすいまちづくりを目指していくということはご理解いただきたい

と思います。 
委員：     そうなるとどうして豊島区に来ないのだろうということですね。アピ

ールが下手だというとたとえば、住み続けられるまちにしようと言った

ら、今住み続けられないからそれを目標にするのだから、そういうこと

は何かおかしな気もするのですが。都心の方に次いで 3 番目くらいの状

況だというと、たとえば今ファミリーが増えている江東区はそれ以下な

訳ですよね。それなのになぜみんなあそこへいくのかということも疑問

に感じてしまうのが一つと、私たちがここに集められたのは、そういう

ことよりもワンルームマンションに税金かけるかどうか考えろと言われ

たような気もするんですけれども、まあ豊島区に住んでいる豊島区民で

すから、良いまちになればという気持ちはすごくあります。私は何をし

ているんだろうというのが今ちょっとあって、申し訳ないけれども話が

上手にできないので、そんな感じがします。 
委員：     議論をここにあまり集中するつもりはないのですが、ワンルームのこ

とをお考えいただくということはそのとおりでございます。確かにおっ

しゃる通り片方ではファミリーマンションが多くて困っている区があ

り、豊島区ではワンルームマンションが多くて大変悩んでいると、そう

いった状況でございます。それらの原因も少しずつ解明されつつあるわ

けですけれども、そういうことと共に、一つの方策としてこの「税」と

いうものでファミリーマンションを呼び込む、誘導するとともにワンル

ームマンションを規制できないものかということでございますので、そ

れはご主旨のとおりでございます。 
委員：      補足させていただきます。なぜ豊島区にファミリータイプのマンショ
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ンが少なくて、江東区にいくのかというのは先ほど委員がおっしゃいま

したけれども、やはり適当な土地の量の問題だと思うのです。豊島区で

そういったファミリーマンションができるのは企業の転出した跡地です

とか、ある程度の広さの土地がでたときにファミリータイプのマンショ

ンができるわけです。それができれば、即日完売とか非常に評判が高く

購入されるわけです。そういったマンションが供給されればそこに入っ

てくる人たちも当然増えるということだと思います。豊島区では先ほど

ファミリー定住化のための施策を三つ出しておりますが、この中で豊島

区が一番適当な施策というのは 2 番目の「都心共同住宅事業」というの

が一番豊島区にとって必要な事業だと私は思っています。というのは豊

島区というのは昔から言われている「木賃住宅地域」なのですね。それ

が今、非常に老朽化して建替え時期に来ている。また一戸建てもそうで

すが建替え時期が来ていて、一戸当たりの土地の面積が狭いわけです。

これを当然、更新期ですから何とかしようと思っておられるわけで、そ

の宅地をまとめまして、一定の広さにしてそこにマンションを建てても

らってそこに「転入」していただくと、こういった施策がまちづくりの

観点から、またこれからの定住化の施策の上でも一番の有効な手法では

ないかと思っています。ただ残念ながら豊島区の財政事情でこれを休止

せざるを得ない、こういった状況ですので、今回の税をこういった方向

に使えれば非常にいいのかなと思っております。 
委員：      いろいろここまでご意見を拝聴したのですが、ワンルームマンション

とファミリーマンションは違うんじゃないですかね。ワンルームマンシ

ョンがあるからファミリーが増えない。これをつなげていますからおか

しくなるのであって、ワンルームマンションはまったく別で、単身者し

か住んでいません。ファミリーマンションは家族が住んでいます。です

からぜんぜん関係ないんです。違う生活をしているんですから。ですか

ら問題は 25 ㎡は独身者が住むのに小さいのか大きいのか、これでいいの

か、この辺の議論をされてワンルームはワンルームではっきりした政策

を出す。ファミリーマンションはファミリーマンションでどうすれば誘

導できるか、ファミリーマンションが売れるようになっていくか。大き

い敷地があれば必ずファミリーマンションが来ます。我々は土地を探し

て一生懸命になってファミリーマンションの用地を探しています。500
坪、1，000 坪の土地があれば、どの業者もみんな喜ぶ。ただ、我々が今

までワンルームマンションを作ろうとするとワンルーム反対反対と。そ

れでファミリーマンションに切り替える。ファミリーマンションをつく

ったら、またファミリーマンション反対反対と、高さを一階おろす二階

おろす。ですからいずれにしてもマンションと一般住宅とははっきりと

ぶつかるわけです。ですからそういうことをご理解願って、ワンルーム

とファミリーは別の問題であると私は感じがいたします。 
委員：   今、面積がいろいろ話が、25 ㎡云々という話が出てございましたが、

住宅の歴史を思い出していただきたいのですが、一人当たりの居住面積

というのは年々増加する傾向にあるわけです。例えばファミリーの住宅

にしても、昔はリビングとダイニングが一緒だったのが分離される方向

になってきたり、たとえばワンルームにしても従前のものは先ほど一番

最初にご説明いただけましたように、例えばバスルームとトイレは別に

なっておりますが昔は一緒でした。三点ユニットと言って一緒だったの
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です。広さも 20 ㎡を切って 1７～8㎡とか、そういう面積でした。それ

が 25 ㎡に近くなりますとそれに脱衣室とかそういうものがついてくる

のです。そのなかに洗濯機などが置かれてくるようになってきます。も

う一つは、これは見ていただくとわかると思いますけれども、洋室と水

まわりの面積が大体同じくらいなのです。例えば、洋室が昔は 9 ㎡あっ

たのが１２㎡になり、将来 15 ㎡とか、そういった形で面積が増えてくる

と、水まわりも当然増えてくるのです。二点ユニットがそれぞれ独立し

てきて、そのなかに先ほどお話したように洗濯機置き場ができてそれが

脱衣室を兼ねるとか、それからミニキッチンがもう少し大きくなるとか、

あるいはキッチンと今度はダイニングが一緒になったワンルームができ

ると。そういった形で、人間の暮らしがどんどん進化していって、贅沢

な方向へ、より良い、より広い空間を求めるようになっていく、という

のが私は事実かなと、私はそう思います。今までの建築の流れ的にもそ

うだろうと思います。またワンルームの流れからいってもだんだん大き

くなってくる方向かなと思います。 
委員：   今、面積の話が出たので私の意見を述べさせていただきます。今回の

主旨からすると一人用が広い狭いという議論は全く意味がないと思うの

です。そうではなくて、新婚で赤ちゃんを生む程度が、住めるかどうか

というのが基準になるべきであって、その場合に 25 ㎡というのは全く無

意味ですね。やるのであれば 35 ㎡以下に課税をすべきと私は思います。 
委員：   35 ㎡ですか。 
委員：   例えば 35 から 40 ㎡、新婚世帯で赤ちゃんが産まれる時期までという

ことです。 
委員：   それはファミリーに近いですね。 
委員：   はい。 
委員：   我々のワンルームは、サラリーマンとか学生さんとかこういうところ

が狙いなので、昔は 13～４㎡が 16 ㎡になり、今だいたい平均が 21㎡で

すから。 
委員：   街の不動産屋としては、15㎡とかそういうのが需要が結構あるのです。

というのは金額で来ますので、それは広いにこしたことはないのですが、

とにかく予算がこれしかないからと。でもあんまり狭いのは将来絶対に

良くないと思います。 
部会長：  そうしますと、25 ㎡自体の問題というのは、つまりワンルーム自体を

抑制するということになりますと、ワンルーム全体が広くなってきてい

るというときに、25 ㎡なのか 30 ㎡なのかとなってくるわけですけれど

も、ファミリーを増やしてワンルームを抑制しようということになると、

もっと広いんじゃないですかというのが先ほどの委員のご意見かと思い

ます。ただそれ以前に、そうなりますと話が、論点整理の（６）に行っ

てしまうのですが、その前に私ちょっと伺ってみたいことがございまし

て、住宅付置義務とか開発協力金とかいったものについて、実際に行わ

れている区もあるわけでございますけれども、そういったものにつきま

しては不動産業界の方々、どのように評価されているのか伺ってみたい

のですが。例えば参考資料でお出しいただいた物件もそうですが、こう

いったものも「仕方がない」と捉えているんでしょうか。 
委員：   全くおかしいんで、ワンルームにかけるわけでしょ。50 万、その問題

ですよね。50 万をかけて、それをよそに持っていく、何のためにワンル
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ームだけかけるのか。ワンルームは違法でも何でもないです。独身や学

生それからＯＬですね、あらゆる立派な層が、しかも 6 坪 7坪で非常に

快適でバス、トイレ、キッチン別々なのです。非常に内装も外装すばら

しいものでやっていますから。大理石使って高級タイル使って、さらに

広くすると家賃が上がるだけなんです。広くするのは簡単なのです。こ

らは広くすると建築コストが下がりますから。簡単なんですが、10万に

なったり 12 万になったり、そうなると親が大変なんです。そこに入る人

も大変で。一番リーズナブルな落ち着きやすい価格の広さと家賃の設定

でそこにワンルームの価値があるのです。ですからそこに 50 万をかけ

る。50 万かけたら大変です。60 戸のもので 3 千万で儲けが飛んでしま

う。だから採算が全く合わなくなる。一戸 2 千万で 50 万出せばいいか

というとそうではない。50 万の 60 戸は 3 千万ですからね。これは利益

が完全になくなります。非常にそれは乱暴な話であって、ワンルーム側

に税金をかけてその分をファミリーにまわす、すると豊島区ではファミ

リーもいろいろな問題がどうだこうだという意見、ワンルームは何も悪

いことはないんです。ワンルームに問題があるからかけるということで

すよね。ワンルームを減らしてファミリーを誘導する、何の連携もない

んです。大変迷惑な話です。 
委員：   ワンルームはお行儀が悪いので、それが一番始めのきっかけだと思う

んです。ゴミの出し方とか。 
委員：   それはファミリーも同じで、管理会社の問題なのです。 
委員：   きちんとしていればいいんですが。それでワンルームが来なければフ

ァミリーが来るか、その辺もちょっと疑問ですよね。お行儀の良いワン

ルームが増えたらファミリーも一緒に増えるのかも知れないですし、そ

う思います。 
委員：   建築の空間の話ではなくて、街のイメージというか住環境、周辺環境、

その辺の問題になってくるのではないでしょうか。ですから広い意味で

まちづくりをどう考えるのかという話だと思います。 
委員：   今の関連で申し上げますと、議論に少し違った要素が混在しているよ

うに思います。お行儀の良い悪いという問題がありますよね。これは言

ってみれば古典的な問題だと思うのです。ワンルームマンションという

ものが世の中に作られるようになったときからその問題は発生しだした

と思うのです。それに関してワンルーム何々要綱とか、要するに行政指

導でもってこういうようにしてもらいたいということで、ワンルームに

関する色々な問題について努力されたと思うのです。ところが現時点で

もって豊島区が「法定外目的税」としてこの新たな問題を提起している

のは、相隣関係的なお行儀が良い悪いとはまた別の観点から若い人がそ

のままずっと定着してくれないために特定の行政需要、その為に使う経

費が増えてきて、豊島区全体の財政の観点からすると問題がありはしな

いだろうかというところで、新たな問題として今日に至っているのでは

ないかと思うのです。少しまた話は別の観点になりますけれども、今こ

こで議論されている問題は、本質的な問題とすると需要と供給のなせる

業のような現状ではないかと、だからファミリーの定着が見られないと

いう観点とは別に、若い人が好んで住む、若い人が入ってきやすいとい

う地域性があるのではなかろうかと（思います）。したがってそういった

意味で、若い人が入ってくるのだったらばその受け皿としてワンルーム
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で対応していこうと、またそうすることがこの低金利化において、先ほ

どお話がありましたけれども、「利回り」という形で投資家にも歓迎され

ている。そういう大きな観点から需要と供給がマッチしてしまっている。

それが豊島区全体から見ると、財政の観点から由々しい事態であるから

なんとか改善したい、その打開策をどうしたらよいだろうかということ

で、先ほど委員の方からお話がありましたように、何かファミリー世帯

として魅力のある区のあり方というのがもっと模索されていいのではな

かろうかと。先ほど他の委員の方から、豊島区だって広い土地は出てい

るのですよというお話がありましたけれども、随分前にいただいた資料

でワンルームマンション数の比較というのがありまして、これを見ます

と、世田谷区とか大田区とか杉並区も結構ワンルームマンションの数自

体は多いのですね。私はいくつかの区で建築審査会の仕事をしています

ので、よく住宅地図などを見る機会は多いのですけれども、世田谷区と

か大田区とか杉並区というのは、豊島区よりも土地としては比較的大き

いのではないだろうかと思います。狭いところはもちろんありますよ。

けれども決して豊島区よりも狭くはないだろうと思うのです。そういっ

たところでワンルームマンションの数としてはそれ程差がない、だから

先ほどの話に戻るのですが、若い人達がそういったところに住みたがる

という、そういう地域性が強く出ているのではなかろうかと、というこ

とで需要と供給になってくるのではなかろうかと。豊島区としてはその

需要と供給の成せるところに、そのまま手をこまねいて委ねておいて良

いのだろうかと、それは財政の観点から大変困ってきているので、それ

を何らかの方法で改善したいというその改善の一つとして、法定外目的

税というのを導入することの是非ということなんでしょうね。私として

は、規制する手段というのが法的に可能であるのならば、それを使うの

がオーソドックスではなかろうかなと思います。ただ先ほど他の委員の

方から規制というのはプラスの面がなかなかないのだと、税のほうは税

を使えるということでプラスの面があるというご指摘は、なるほどと思

ったのですけれども、法的な観点から一定の面積以下のものはだめです

よという規制は恐らく無理なのだろうと、そういうことを踏まえて今後

の豊島区は、どうあるべきかということで議論を重ねていただきたいと

思います。ちょっと長くなってすみません。 
委員：   先ほど委員の方から、ワンルームと直接関係ないというお話がありま

した。それは一人の単身者と一人のファミリーを見れば何も関係がない

んですね。ただ豊島区の場合は、全体の人口のバランスとして、単身世

帯に偏ってしまいすぎたので、全体のバランスから見ると既に相互に関

係を持っているということなんです。それで何とかしたいということな

んだと思います。私は一番最初に言ってますが、ワンルームの管理問題

等を取り上げますと、それは豊島区独自の問題でなくて東京全体に波及

する問題ですから、そういうのはあまり取り上げない方がいいと思いま

す。むしろ「豊島区独自の人口バランスがここまで歪んでしまったこと

を是正するための税制である」というようにしっかりと位置づけて、そ

れで論理を立てた方がスムーズに行くのではないかと私は思います。 
委員：   豊島区は、専門学校、専修学校など学校が非常に多いんですね。学校

がある、企業がある、そこにどうしても需用がある。ですからそこのと

ころがファミリーとはまた違う構造になっているんじゃないかと思いま
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す。ついでですから簡単にワンルームというもの歴史をご説明しますと、

昔は、ひまわり荘とか、すみれ荘とか、共同住宅だったんです。２畳く

らいのところにバスがなくて、共同炊事場とトイレがひとつある。それ

からどんどん今のような形になってきた。初めはみな 12～13 ㎡ですよ、

今から 20年位前までは。それから、15、16 と（増えて）今だと 22～23
㎡となってきたわけです。どこで止まるかというのがまた一つの問題で

すけれどもね。案外 25、30 といくかも知れません、だんだん贅沢にな

ってきますからね。ですけども、私は今の 22～23 ㎡というのが一番か

なと。やはり、家賃の問題がありますから。贅沢言ったらきりが有りま

せんが、理想的な考え方だと思います 
部会長：  先ほどから、1戸当り 50 万ということについては、利益がなくなって

しまうということで、これは税であろうが開発協力金であろうが、名前

はどうあれお金はお金ですから、それに対する負担は非常に大きいもの

であるというご意見かと思います。 
それからもう一つ、先ほどの住宅付置要請について、どんな考えがあ

りますでしょうか。 
委員：   それは、中央区なんかは空洞化です。私どもも新宿で同じようにやり

ました。これは、ボーナスとして付けたんです。容積が 800 あれば 900
と、間違じゃないと思いますが容積を増やすから付けなさいと、こうい

うだったと思います。人口が減ってしまったんですね、中央区とかそう

いうところではそういう政策をとる。ところが今どんどんマンションが

増えてしまって、逆に。逆転現象になっている。また、増えてくれば、

抑制する。ワンルームでもファミリーマンションでも。非常に政策に矛

盾があると思います。都合が悪くなれば抑えてしまう。 
委員：   住宅付置と言うのは、今お話が出たように、人口が３万人以上いない

と特別区の指定が除かれるということで、バブルの最盛期にできたんで

すね。ですからあれは、できた当時我々は非常に難しかったですね。要

するに、オフィスというものと住宅、全く異なった性格のものを一つの

空間の中に入れるということは。建築的には非常に難しい。たとえば、

上に住宅を持ってきた場合に、オフィスに働く人と、住宅に住む人の、

縦の人の流れをどうやって分けるのか、そう言った問題が大きな問題で

した。 
部会長：  住宅付置の要請についてのこうした指導というのは実効性を持ってる

訳ですか。どうなんでしょうか。先ほどの例は確かにつくられているわ

けでしたけれども。中央区などでされる場合は同じようにあるわけなん

ですか。 
委員：   いろいろな政策でファミリーを導入する方法があると思うんですね。

先ほどのビルの改築の話とか。ビルの改修の場合、前に委員さんの言っ

たように配管の問題がある。エレベーターが二つあった場合一つを潰し

て配管にするとか。やり方によっては、いろいろ知恵を絞ればファミリ

ーマンションの誘導というのはいくらでもできると思います。 
部会長：  はい。それでは(論点整理の)（５）番の規制・指導につきましては、法

令につきましていろいろと実効性の問題あるいは、法律との適合性の問

題、地区計画につきましても果たして担保ができるのかという疑問も出

されました。それから条例・指導要綱につきましては、金銭的なものに

ついてはなかなか難しい面があると。それから住宅付置や、（最低面積
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については）今 20 ㎡ですけれども、たとえばこれ自体を 25 ㎡にすると

なりますと、それ自体は指導要綱として守られない可能性もあると考え

てよろしいでしょうか。たとえば、基準を引き上げていけば実効性に影

響が出てくる可能性があると。指導という形では、今出されている 25
㎡以下がいいのかどうかは別として、これを広げていく手法というのに

は限界があるということでまとめてよろしいでしょうか。そうします

と、全体としましてはワンルームマンションを抑制すべきかどうかとい

う根本的な問題が実はあるわけですが、実際にたとえば１戸 50 万とい

う形で、税という名前をとるのか開発協力金になるのか、名前はいろい

ろあるかと思いますが、今の市場の需要・供給に大きな影響を与えると、

つまり、お客さんがいなくなってしまうか会社の利益がなくなってしま

うか、非常に大きな影響があるというご意見かと思われます。そういう

事を踏まえたうえで、実際、区から出された１戸 50 万という形の税に

つきまして、これを実際にどういうように評価するかという、「税の本

題」と申しますか、これは（論点整理の）（６）ということになります

けれども、そちらにお話を移したいと思いますが、今日は後 10 分しか

ありません。今日はとても終わりませんので、出来ればもう１回続きを

やらなくてはいけないと思います。この部会での運営方針をここでまた

確認したいと思います。この部会はもちろん、多数決でものを決めるよ

うな部会ではございません。これはここで確認しておきます。ですから

これはあくまでも全体会までに議論をしていくわけですけれども、そこ

まで論点を尽くすということで、どのような意見があるか、それぞれど

のような論点に基づいて意見を出されているかということを整理して、

皆さんの全体会でのご意見をいただく上での、議論の材料を提供すると

いうのが部会の役割だと思います。この（６）までは、これは次回にわ

たって「税自体の評価」ですね、税をかけるかどうかという評価につい

次回議論したいと思います。今日はもう残り 10 分になってしまったの

で、これを次回に送りたいと思います。 
そうしますと、これからの日程についてお諮りいたしたいのですが、

当初の予定といたしますと後１回部会を開くことになっています。それ

が 12 月 17日になっておりますけれども、税の議論を本格的に、税に絞

って行おうと思いますけれども、そうした場合に、部会報告というもの

を作らなければいけません。部会報告については、その場で作ってその

場で決める、お諮りするということはなかなか大変ですので、議論を踏

まえて、部会報告の原案を私の方で作成いたしまして、それをもう一度

部会でご議論いただくということが必要であると思います。そういう形

でよろしいですか。 
（一同了承） 

 
２．その他（今後の日程等について） 
 
部会長：  そうしますと、12 月にもう一回議論をやったうえで、さらにもう一度、

部会を開かなければいけないんではないかと思うのですが、これにつき

まして年を越しまして、１月の下旬頃に開きたいと思いますが、そう言

う形で部会報告の原案を検討する形の会を行いたいと思います。事務局

ともお話しまして、もしそうなった場合に我々事前に来ている学識委員

４人で都合を検討したところ、たとえば１月 28 日（火）という案がござ



 25

います。この日の午後 7 時から第５回の部会という形で日程を設定させ

ていただきたい思います。それについてご意見あれば、伺いたいと思い

ます。つまり次の第 4 回、12 月 17 日は、税についての議論を本格的に

行う。それを踏まえて私の方で論点整理に加えて、どのような意見が出

されて部会報告としてどのようにまとめるかという案をつくります。そ

れを、1月 28 日にこの場で再び検討するという形にしたい。それで、い

かがでしょうか。 
(一同了承) 
それでは、そういう形で第５回を設定するということでお願いしま

す。 
それでは９時近くなってまいりましたので、ここで終わりにしたいと

思います。今日はわざわざ、お集まりいただきありがとうございました。 
事務局：  どうもありがとうございました。では次回、第４回目の部会は 12 月

17 日、火曜日の夜７時この場所で行います。本日は、どうもありがとう

ございました。 
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会 議 の 結 果 

・今回は、ファミリー世帯を誘導するためどのような施策が適切

かとの観点から議論が進められた。次回(第 4回)は税そのものの

評価を議論することとした。そして、その後は部会案のたたき台

を部会長が作成し、5 回目の部会にて検討することとした。 
 
＜委員の欠席＞ 
 佐藤信哉 
 
＜次回日程＞ 
 第４回： 12 月 17 日（火）午後 7 時から（詳細は別途） 

 

 
 
 
 
 
提出された資料等 

資料２－１ 豊島区の「ワンルームマンション税」構想に関する

論点整理 
参考資料  「長期修繕計画(案)」 
追加提出資料   
      「ファミリー世帯の定住化を促進するための住宅施

策と経費」 
      「ワンルームマンションの規制、指導等に関する手

法について」 
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